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図 1　施設の社会化の展開における3つの視点の関係図
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空間の中で営まれてきたことから施設の社会化の議
論が出てきた．このことを考えると，施設運営にお
ける施設利用者は地域住民であるという考えを無視
することはできないのである．
　地域社会と社会福祉施設の関係において，そこで
生活をしている利用者はあくまで「施設を利用して
いる地域住民」なのである．これは社会福祉施設職
員と地域住民の双方の考え方に変化をもたらすこと
となる．
ⅱ課題
　上述した施設の社会化の展開を進める上で今後の課題
について考察する．
　まず，施設の社会化を展開する上で課題となるのが
「①人材の確保」である．これは特に社会福祉施設にお
ける人材が必要とされる．
　施設の社会化を展開する上で社会福祉施設側の負担は
大きなものとなる．それは本来の施設利用者に対する相
談援助や介護の業務に加えて，地域社会に対して視野を
広げることが求められるのである．近年の社会福祉施設
の職員の定着率は非常に低く，一つの職場で長年働くと
いうことが少ない．このように万年，人材不足の状態を
抱えたまま施設の社会化を展開することは困難である．
　次に課題となるのが「②継続性・持続性」である．こ
れは社会福祉施設，地域住民の双方に必要とされる．施
設の社会化を展開する上で，それが継続・持続する必要
性は極めて高いと考えられる．それは，地域住民の社会
福祉施設に対するネガティブなイメージや思いの変化に
もつながるからである．社会福祉施設の運営を地域住民
に開放することで，それは地域社会における貴重な資源
であると認識し，自分たちも将来は利用する可能性があ
ると考えるようになる．
　最後に課題となるのが「③施設利用者のプライバ
シー」である．社会福祉施設を地域社会に開放するとい
うことは，同時に地域住民がそこに入ってくることにな
る．そこで課題となるのが，実際に社会福祉施設で生活
をしている利用者のプライバシーに関するものである．
施設利用者が生活している空間（プライベートな空間）
と地域住民が利用できる空間（フォーマルな空間）が社
会福祉施設内に混在することが予測される．
　このように３つの課題が今後の施設の社会化を展開し
ていく上で挙げられ，対策を講じていくことが求められ
るのである．
おわりに
　本論文では，地域社会と社会福祉施設の関係のあり方
について「施設の社会化」の議論の歴史的潮流を踏まえ
た上で，今後の展開，そしてその課題について考察を加
えてきた．1970年代以降に議論が始まった「施設の社会
化」も時代背景が変化していることもあり，それぞれの
時代に沿った内容へと変わることが求められている．
　現在の日本の社会福祉は「地域福祉時代」と言われて
おり，武川正吾はこの一連の流れを「地域福祉の主流
化」と呼んでいる．武川（2006：２）によると「地域福
祉の主流化」とは老人福祉，児童福祉，障害者福祉のよ
うな縦割りではなくて，領域横断的な地域福祉の考え方
が社会福祉の世界で重視されるようになってくる状況の
ことを指している．また武川（2006：ⅱ）は「地域福祉
の主流化」は，社会福祉だけではなく，現代日本の地方
行政，地方自治，地域社会などに関係する諸問題が地域
福祉のなかに集約的に表現される事態のことを指してい
る．
　このようなことから「施設の社会化」の展開で社会福
祉施設と地域住民，それに加えて地域福祉の推進の中心
的役割を担う社会福祉協議会の３つの視点を設定した．
それぞれが持っている専門的知識や技術を活用すること
で負担が分散し，展開が円滑に進めることが可能とな
る．しかし，施設の社会化を展開していく上での課題も
いくつかあり，それに対応していくことが求められる．
　施設の社会化を現在の地域福祉時代に展開する意義は
深く，今後も継続して取り組むことが重要となる．
　
注
（1） 「問題」の社会化が対象としている「問題」とは，施設
と利用者の双方において抱える問題を指している．
（2） 公益質屋とは，公益質屋法に基づき市町村あるいは社会
福祉法人が運営していた．社会福祉事業として行われて
いた質屋のことである．なお，公益質屋法は2000年に廃
止となった．
（3） 平成19年社会福祉施設等調査によれば社会福祉施設の総
数61804施設の内，公営（国，都道府県，指定都市，中
核市，その他の市・町村，一部事務組合・広域連合）が
24768施設，私営（社会福祉事業団，社会福祉事業団以外
の社会福祉法人，日本赤十字社，医療法人，学校法人，
宗教法人，公益法人である社団，公益法人である財団，
特定非営利活動法人（NPO），営利法人（株式・合名・
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合資・合同会社），その他の法人，個人，その他）が
37036施設となっている．
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